
1 

「認定・利用調整事務におけるＲＰＡ導入実務検証業務委託（その１）」 

業務説明資料 

 

本説明資料に記載した内容には、現在検討中のものも含まれるため、本プロポーザルのみ

の設定条件とし、将来の業務（設計）実施の条件となるものではない。 

 

１ 件名 

認定・利用調整事務におけるＲＰＡ導入実務検証業務委託（その１） 

 

２ 業務目的 

平成 27 年度から始まった「子ども・子育て支援新制度」や、令和元年 10月にスタート

した「幼児教育・保育の無償化」に伴い、子育て支援を必要とする子どもを育てる保護者

による「子どものための教育・保育給付認定」や「子育てのための施設等利用給付認定」

の申請件数や、保育所等の利用申請件数は、ここ数年大きく増加しており、今後も増加が

見込まれている。そのような状況下で本市の保育・教育事務を担う部局の業務量も激増す

るなか、行政コストや超過勤務の削減は喫緊の課題となっている。 

本業務では、本市で行っている認定・利用調整事務のなかでも、対象児童数が最大規模

である「現況確認事務」を用いて、ＲＰＡやＡＩ‐ＯＣＲを活用した審査・システム入力

等の処理の自動化を試行し、その効果を検証しながら、本格導入にあたり検討を行う必要

がある課題等を抽出すること等を目的としている。 

 

３ 履行期間 

契約締結の日から令和２年７月 31日（金） 

 

４ 履行場所 

こども青少年局保育・教育運営課執務室（横浜市中区尾上町１‐８ 関内新井ビル）又

は受託業者内とする。ただし、申請書等の個人情報を取扱う業務内容については、こども

青少年局保育・教育運営課執務室に限るものとする。（申請書等のダミーデータを使用す

る場合は、受託業者内でも可。） 

 

５ 業務内容 

(1) 業務分析・業務フロー策定 

現況確認事務（令和元年度における事務概要については参考資料１を参照のこと。）の

業務内容、手法等を分析し、委託者とともに実務検証を行う範囲及び業務分析を踏まえた

業務フローを策定すること。なお、業務フロー策定にあたっては、委託者に対してヒアリ

ングを行うこととする。その際、以下の点に特に留意して作業を進めることとする。 
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ア 実務を想定し、コンピュータに関する知識がさほど詳しくない者でも取扱いが可

能となるように、データ処理ログの出力方法等について、ユーザーフレンドリーな

提案を積極的に行うこと。 

イ 業務分析のなかで、類似作業の重複など、不必要な作業を行っていることが判明し

た際には、積極的に改善提案を行うこと。 

(2) ＲＰＡツール等の調達 

以下に示すＲＰＡツール等、今回の業務遂行に必要な物品・サービスについて調達す

ること。なお、ＲＰＡツールをインストールするノートＰＣ（仕様は参考資料２を参照

のこと。）は、委託者が用意するものを使用すること。 

ア ＲＰＡツール 

本格導入を見据え、以下の要件を満たすＲＰＡツールを選定し、実務検証に必要な

期間利用できるよう用意すること。 

(ｱ) 日本語のユーザインターフェースを有するとともに、日本語での技術サポート

対応が可能な製品であること。 

(ｲ) デスクトップ（いわゆるクライアント型）から導入し、将来的にロボット台数が

増えた際にはサーバ型に移行できる製品であること。（本件業務委託の期間中は

サーバ型での使用の見込みはない。） 

(ｳ) Microsoft Office（Word、Excel等）、各種ブラウザ（IE、Google Chrome、Edge）、

Java アプリケーションを含む Windows アプリケーションの操作が可能であるこ

と。 

(ｴ) 将来的な自動化シナリオの内製化を視野に、フローチャート型の開発機能を有

すること。 

(ｵ) ユーザが行った操作を記録し、シナリオ化できるレコーディング機能を有して

いること。 

(ｶ) 将来的な大規模ロボット導入に耐えられるよう、全体のロボットを管理する機

能を有する製品であること。（調達対象の製品が当該管理機能を直接有している

必要は無いが、当該管理機能と連携できる機能を有していること）。当該管理機

能の詳細は以下①～③のとおり。 

① メンテナンス性を考慮し、各自動化シナリオのバージョンの一括管理機能を

有すること。 

② デスクトップ・サーバ両ロボットへの各自動化シナリオ（ワークフロー）の一

括配信機能を有すること。 

③ 管理者負担軽減のため、厳密なスケジューリングが不要な場合に、管理ツール

が稼働可能なロボットを発見し次第、待機している各自動化シナリオを実行

させられる機能（キュー機能）を有すること。 
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イ ＡＩ‐ＯＣＲ 

本格導入を見据え、以下の要件を満たすＡＩ‐ＯＣＲを選定し、実務検証に必要な期

間利用できるよう用意すること。なお、ＡＩ‐ＯＣＲを利用するノートＰＣ（仕様は参

考資料２を参照のこと。）は、委託者が用意するものを使用すること。 

(ｱ) オンプレミスではなく、個人情報保護等の情報セキュリティ対策の観点から高

セキュアなネットワークであるＬＧＷＡＮ上で動作する、ＬＧＷＡＮ‐ＡＳＰ

を用いたサービスであること。その際、将来的にマイナンバーが記入された申請

書等を処理することを鑑み、処理に使用した画像データ等をＬＧＷＡＮ外のネ

ットワーク（例：パブリッククラウド）に展開させず、ＬＧＷＡＮ内で完結して

いる仕組みであること。 

(ｲ) 少なくとも、日本語（ひらがな・カタカナ・漢字（ＪＩＳ第一水準、ＪＩＳ第二

水準））、アルファベット（大文字・小文字）、数字、記号の文字認識が可能であ

ること。 

(ｳ) ＡＩ‐ＯＣＲの判定結果が確認できるよう読み取った画像データを見比べなが

ら、テキスト化されたデータの修正ができる機能を有すること。 

(ｴ) ＯＣＲ結果をＣＳＶファイルとして出力可能であること。 

ウ ＯＣＲ用スキャナ 

イのために委託者が用意するノートＰＣに接続可能であり、今回調達するＡＩ‐Ｏ

ＣＲを用いることができる仕様を有するスキャナを調達又は貸与すること。 

(ｱ) 本格導入時を見据え、可能な限り小型であること。 

(ｲ) カラー／グレースケール／白黒での読取が可能であること。 

(ｳ) 読取範囲はＡ４サイズ以上であること。 

(ｴ) スキャン方式は問わない。 

エ その他今回の業務遂行に必要な物品（調達物品については、契約締結後、委託者と

協議の上で決定すること。） 

(3) 自動化シナリオの作成 

ア シナリオ作成にあたっては、委託者とのヒアリングや打合せにより設計を行うこ

と。 

イ 作成したシナリオについては、委託者が円滑に業務を実施できるように、設計書及

び操作マニュアルを作成すること。作成したシナリオが期待通りに動作しなかっ

た場合には、デバッグやチューニング等により、期待通り動くようシナリオを修正

すること。なお、シナリオ作成にあたっては、原則として、現在使用している各種

業務システムの仕様変更や運用に関する変更は考えないものとする。また、自動化

シナリオが動作するために必要なフォルダやファイルの作成についても本作業に

含める。 
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ウ 作成した自動化シナリオについて動作検証を行うこと。動作検証の際は、委託者に

自動化シナリオの動作を説明すること。本作業は、委託者の承認をもって完了する

こととする。 

(4) 操作説明 

ＲＰＡツールの円滑な利用が進むよう、導入したＲＰＡソフト及び作成した自動化

シナリオについて、ドキュメントや実際の利用環境により、委託者について操作方法を

説明すること。 

(5) 実務検証 

ア 令和２年度現況確認事務で受け付ける実際の届出書等を用いて、委託者とともに、

自動化シナリオを用いた業務フローの実務検証を行うこと。 

イ 実務検証の詳細については、契約締結後委託者と協議の上、決定するものとする。 

ウ 実際に実務検証を行う期間・時間については、契約締結後に委託者と協議の上決定

することとし、効果測定を行うこととする。 

エ 効果測定では、後述する実証結果報告書で報告すべき内容について測定するとと

もに、委託者がＲＰＡの導入拡大を図る際に参考に資する事項についても、記録す

ること。 

(6) 検証結果の報告 

ア (1)業務分析・業務フロー策定～(5)実務検証までの過程を踏まえ、実務検証の結果

を報告書としてまとめること。 

イ 報告書では、検証実績、ＲＰＡ導入により委託者が得られうる効果、ＲＰＡ導入拡

大に向け検討すべき課題及びそれに対する専門的見地からの提案等について、で

きるだけ定量的な指標を用いて、具体的に報告すること。 

ウ 報告書は、原則としてＡ４縦で作成すること。必要に応じて図などを用いて、視覚

的にわかりやすい資料を作成すること。 

 

６ 成果物 

(1) 受託者が委託者に提出する成果物及び納期限を以下に示す。なお、納期限について

は、作業の進捗を踏まえ、委託者と協議の上で委託者が承認した場合、変更するこ

とができる。 

No 成果物 納期限 

１ 実施計画書 契約締結後速やかに 

２ 業務分析結果・業務フロー 実務検証開始（６月 10 日前後

を想定）までに 
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３ ＲＰＡツールの研修マニュアル等 

４ 自動化シナリオ 作成（修正）後速やかに。最

終版を令和２年７月末までに ５ 自動化シナリオの設計書 

６ 自動化シナリオの実行手順書 

７ 検証結果報告書 令和２年７月末までに 

(2) 納品の際は、委託者に成果物の内容を説明した上で検査を受け、承認を得ること。

承認が得られない場合は成果物を修正すること。 

 

７ 委託料の支払 

委託料は「検証結果報告書」を提出後、委託者が検査をした後に支払う。 

 

８ 留意事項 

(1) 本業務は、横浜市契約規則、横浜市委託契約約款及び横浜市電子計算機処理等の契

約に関する情報取扱特記事項によるほか、本仕様書に基づき実施すること。 

(2) 本業務の成果物については、その著作権は委託者が有するものとする。ただし、Ａ

Ｉ‐ＯＣＲにおける帳票定義等の著作権は受託者に留保されることとする。 

(3) 本業務に必要な物品・サービス等は、以下に示すものを除き、全て受託者が用意す

るものとする。その費用については全て委託費に含むものとする。なお、イ、ウ及

びカについては、こども青少年局保育・教育運営課執務室外への持ち出しはできな

いこととする。 

ア こども青少年局保育・教育運営課執務室内での作業スペース 

イ ＲＰＡツール等の実行用ノートＰＣ 

ウ ＡＩ‐ＯＣＲの実行用ノートＰＣ 

エ 業務分析用の事務マニュアル等 

オ 自動化シナリオ作成用の申請書等のダミーデータ 

カ 実務検証用に用いる申請書等 

(4) 受託者は、契約締結後速やかに着手し、委託業務の進行については本市に随時報告

すること。 

(5) 本資料に明記されていないこと及び業務上生じた疑義については、委託者と協議し

て定めること。 

 

９ 特記事項の遵守 

受託者は、業務を遂行するにあたって「個人情報取扱特記事項」及び「横浜市電子計

算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 
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入力 

  

＜入力方法等、公表していない情報は契約締結後開示します。＞ 

 



年 月 日 年 月 日

年 月 日

都 道 市 区 都 道 市 区

府 県 町 村 府 県 町 村

※平日９時～17時に連絡可能な連絡先を記入してください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

(FKD05FM14001)

　　　年度　現況届出書
長

　子ども・子育て支援法第22条に基づき、記入日時点での状況を届け出ます。 記入日 年 月 日

児童名 生年月日 　　　　　　　　生

施設・事業所名 クラス年齢

住所

現在の
登録住所

〒

変
更

有 ・ 無
※「有」の場合、こちらに新しい住所をご記入ください。

〒　　　－

１　保育必要量の希望（どちらかに必ず✔） ※

※

保育必要量は、保護者の状況等を考慮し、最終
的に横浜市が決定します。そのため、保育必要
量は希望と異なる場合がありますので、あらか
じめご了承ください。
保育必要量の希望の記入がない場合は、保育短
時間利用となる場合があります。

保育必要量の希望 □

　□国外 　□国外

国名 国名

保育標準時間
 （11時間まで） □

保育短時間
（８時間まで）

現在の保育必要量

２　保護者の状況　※必要に応じて証明書類が必要です。
続柄【父母以外は
（　）に記入】 　  　　 父（　　　）  　　  母（　　　）

氏名

時間

生年月日

保育を必要とする
事由に✔

　□就労 □病気 □障害 □介護 □通学 □求職中

連絡先※
　□その他（　　　　　　）

　□就労 □病気 □障害 □介護 □通学 □求職中

）

）　□横浜市内 　□国外　

　□育休中の利用継続 □（　　　　　） 　□育休中の利用継続 □（　　　　　）□出産

分　

　※母子健康手帳のコピーをご提出ください。
　　（表紙・出産予定日が記入されたページ）

（ ）

ひとり親の
場合の理由

（該当の場合✔）

　□離婚　（　　　　年　　　　月）　　□死別　（　　　　年　　　　月）　　□未婚

　□離婚前提別居　（　　　年　　月　　日（頃）から【調停　□無　□有《証明書　□無　□有》】）

現在児童と同居
していないとき

（該当の場合✔）

　□国内 【住所】※都道府県・市区町村まで記入 　□国内 【住所】※都道府県・市区町村まで記入

生活保護の受給
（該当の場合✔）

　□有（担当者　　　　　　　　　・　　　　　　年　　　月　　　日保護開始）

３　同居の家族の状況（本人・保護者を除く全員分をご記入ください。）

障害者手帳等の
有無

同居の家族に障害者手帳をお持ちの方がいらっしゃ
る場合は、右欄にその方の氏名をご記入ください。

裏面の内容もご確認の上、ご提出ください。 認定証番号

氏名 続柄 生年月日 年齢 勤務先・通学先・通園先など

―　　　

　□携帯 　□勤務先 　□自宅

１週あたり往復 時間 分　

　□その他（　　　　　　）　□自宅

事由が就労・通学のとき

１週あたりの
通勤(通学)時間

出産予定日

　□横浜市外

―　　　 　　　―

１週あたり往復

（

（

　□携帯 　□勤務先

）

昭和 ・ 平成昭和 ・ 平成

平成31年1月1日
時点の住所

　□横浜市内 　□国外　（

　　　―

出産予定が
ある場合

　□横浜市外



年 月 日 年 月 日

年 月 日

都 道 市 区 都 道 市 区

府 県 町 村 府 県 町 村

※平日９時～17時に連絡可能な連絡先を記入してください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

(FKD05FM14001) *

ＮＮZ9年度　現況届出書
ＮＮＮＮＮ 長

　子ども・子育て支援法第22条に基づき、記入日時点での状況を届け出ます。 記入日 年

ＮＮＮ

住所

現在の
登録住所

〒XXXXXXXX
Ｎ－－－－－－－－－－（７６）－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－Ｎ

変
更

有 ・ 無
※「有」の場合、こちらに新しい住所をご記入ください。

〒　　　－

月 日

XXXXXXX
児童名

Ｎ－－－－－－－－－－（５０）－－－－－－－－－－
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－Ｎ

生年月日 ＮＮZ9年Z9月Z9日生

施設・事業所名 Ｎ－－－－－－－（２０）－－－－－－－Ｎ クラス年齢

１　保育必要量の希望（どちらかに必ず✔） ※

※

保育必要量は、保護者の状況等を考慮し、最終
的に横浜市が決定します。そのため、保育必要
量は希望と異なる場合がありますので、あらか
じめご了承ください。
保育必要量の希望の記入がない場合は、保育短
時間利用となる場合があります。

保育必要量の希望 □
保育標準時間

 （11時間まで） □
保育短時間

（８時間まで）

現在の保育必要量 ＮＮＮＮＮＮ

生年月日 昭和 ・ 平成 昭和 ・ 平成

連絡先※ 　　　― ―　　　 　　　―

２　保護者の状況　※必要に応じて証明書類が必要です。
続柄【父母以外は
（　）に記入】 　  　　 父（　　　）  　　  母（　　　）

氏名

―　　　

　□携帯 　□勤務先 　□自宅 　□その他（　　　　　　） 　□携帯 　□勤務先 　□自宅 　□その他（　　　　　　）

保育を必要とする
事由に✔

　□就労 □病気 □障害 □介護 □通学 □求職中 　□就労 □病気 □障害 □介護 □通学 □求職中

　□育休中の利用継続 □（　　　　　） 　□育休中の利用継続 □（　　　　　）□出産

事由が就労・通学のとき

１週あたりの
通勤(通学)時間

１週あたり往復 時間 分　 １週あたり往復 時間 分　

出産予定が
ある場合

出産予定日
　※母子健康手帳のコピーをご提出ください。
　　（表紙・出産予定日が記入されたページ）

ＮＮZ9Ｎ1月1日
時点の住所

　□横浜市内 　□国外　（ 国名

　□横浜市外 （ ）　□横浜市外 （ ）

）　□横浜市内 　□国外　（ 国名 ）

ひとり親の
場合の理由

（該当の場合✔）

　□離婚　（　　　　年　　　　月）　　□死別　（　　　　年　　　　月）　　□未婚

　□離婚前提別居　（　　　年　　月　　日（頃）から【調停　□無　□有《証明書　□無　□有》】）

生活保護の受給
（該当の場合✔）

　□有（担当者　　　　　　　　　・　　　　　　年　　　月　　　日保護開始）

障害者手帳等の
有無

同居の家族に障害者手帳をお持ちの方がいらっしゃ
る場合は、右欄にその方の氏名をご記入ください。

現在児童と同居
していないとき

（該当の場合✔）

　□国内 【住所】※都道府県・市区町村まで記入 　□国内 【住所】※都道府県・市区町村まで記入

　□国外 　□国外

X-----(16)-----X

裏面の内容もご確認の上、ご提出ください。 認定証番号

XXXXXXXXXXXX

３　同居の家族の状況（本人・保護者を除く全員分をご記入ください。）

氏名 続柄 生年月日 年齢 勤務先・通学先・通園先など

＜福祉バーコード＞M

システム整理番号B

11

1

7

2 9

8 5 6

10

4

3

14

G

12



保 護 者 記 入 欄 ■子ども・子育て支援新制度（平成 31年４月改定版） 

児童氏名（ふりがな） 生年月日 利用施設・事業名 
 

    年  月  日 （    区）  
 

    年  月  日 （    区）  
 

    年  月  日 （    区）  
 
【保護者の皆様へ】 
・ 当該証明書は保育所等利用にあたっての現況確認用です。利用申請（新規申請・転園申請）には使用できません。 
・ 記載内容が事実と異なっている場合、支給認定が取消となり保育所等の利用ができなくなる場合があります。 
・ 提出された証明書は返却できません。記入漏れの場合には再度ご提出いただく場合があります。 
・ 証明書の内容に関して、雇用主（事業主）に電話等で確認する場合があります。 
・ 内定や就業開始直後等の場合は、就業実績の確認のために、再度書類をご提出いただく場合があります。 

 
 
 

就業（予定）証明書【現況確認用】 
雇用主（事業主）記入欄 ※記入日時点での状況をご記入ください。太枠内をすべてご記入ください。 

 事業所名  

 

記入者 氏名  

 雇用主(代表者名)    

 所在地  記入者 電話番号  

 電話番号        

下記の内容について、事実であることを証明します。 記入日：   年  月  日 

就 業 者 氏 名  就 業 形 態 
あてはまるものに ✔ □被雇用者 □自営業者 □その他（      ） 

採用（予定）年月日 
（ 事 業 開 始 日 ）     年    月    日  仕 事 内 容  

勤 務 地 の 住 所  

有期雇用契約の場合 
期 間 ・ 更 新       年   月   日 ～    年   月   日 （ 終了時の更新 □有 □未定 □無 ）  

育 児 休 業 
該当する場合に✔ □取得済  □取得中  □取得予定      年   月   日 ～     年   月   日 

休憩時間を含む１日あたりの 
労 働 契 約 上 の 就 業 時 間 
（シフト勤務の場合は平均） 
※裏面をよく読んでご記入ください 

１日あたり               時間             分 

休憩時間を含む１週あたりの 
労 働 契 約 上 の 就 業 時 間 
（シフト勤務の場合は平均） 
※裏面をよく読んでご記入ください 

１週あたり               時間             分 

月別 

就業 

状況 

年･月    年  月    年  月    年  月    年  月    年  月   年   月 

就業 
 

日数 

□実績 □予定 

      日 

□実績 □予定 

      日 

□実績 □予定 

      日 

□実績 □予定 

      日 

□実績 □予定 

      日 

□実績 □予定 

      日 

・記入月直近６か月の就業実績をご記入ください（就業日数には、有給休暇取得日数を含みます。）。 
・実績・予定の該当する□に✔をつけてください。 
・記入日時点で、産前産後休業中または育児休業中の方は、産休・育休前６か月の就業実績をご記入ください。 
・就業実績が６か月に満たない方は、就業実績と今後の就業予定を合わせた６か月分をご記入ください。 
 例）育児休業等から復職間もない方は、復職後の就業実績と今後の就業予定を合わせた６か月分をご記入ください。 

そ の 他 特 記 事 項 
 
 
 

 

印 

記入の際には、裏面の記入要領を必ずご確認ください 
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